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　２０２０年１月２８日、ヒトからヒトに感染した新型コロナウイルス肺炎が国内で
初確認されてから１年が経ちました。その後感染拡大はとどまるところを知らず、各
自治体が公表している感染者数（陽性者数）は４４万人を超え、死亡者も８３００人
に迫っています。（２０２１年３月８日現在）
　この間政府は、「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について」（府
政防第７７９号・令和２年４月１日）、「避難所における新型コロナウイルス感染症へ
のさらなる対応について」（事務連絡・令和２年４月７日）、「新型コロナウイルス感
染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドライン」（通知・令和２年６月８日）、
「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応の参考資料（第２版）」（通知・
令和２年６月１０日）、「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応に関する
Ｑ＆Ａ（第２版）」（通知・令和２年７月６日）、「冬期における避難所の新型コロナウ
イルス感染症等への対応について」（通知・令和２年１２月１７日）などの文書を発
出し、災害時の避難所における新型コロナウイルス感染防止策の重要性を強調してき
ました。しかし、それらの提案は災害対策基本法に定める「避難行動要支援者」の避
難を想定したものとなり得てはおらず、市町村における対応に様々な格差が生じてい
るのが実情です。
　そこで障害者（児）を守る全大阪連絡協議会・きょうされん大阪支部でつくる「障
害者にとっての防災課題検討会」では、この分野での大阪府下市町村の対応状況と解
決すべき課題を明らかにするために、「新型コロナウイルス感染症への対応を加味し
た障害児者等に配慮した避難所運営に関する状況調査」を実施しました。検討会は
２０１２年以降６回にわたって、障害者と防災に関する自治体の対応状況について調
査を行ってきました。これまでの調査は、①要支援者支援マニュアル、②避難訓練、
③要支援者名簿、③避難所、等についての経年変化をとらえるために、基本的に同じ
内容の調査事項について府下市町村に回答をいただいてきました。
　今回の調査は、新型コロナ禍の広がりという新たな状況を踏まえ、感染症対応と避
難所運営の関係に特化したものとして、また回答をしていただく自治体に過大な負担
をかけないよう設問項目を絞り込んだものとして作成し、府下４３自治体に回答をお
願いして全自治体から回答を得ることができました。ご協力いただいた皆様に心より
感謝申し上げますとともに、障害者と防災の課題の解決・施策の前進のために引き続
きご尽力いただきますようお願い申し上げます。
　
１．調査の概要

	 ○調査項目　	 本報告書１０～１２ページの通り
	 ○回答	 	 府下４３市町村
	 ○調査時点	 ２０２０年１０月１日現在
	 ○調査方法	 自治体担当課が回答を作成して郵送等により返送

２．単純集計

①　避難所運営マニュアルの改定
　２０２０年６月３日、大阪府が新型コロナウイルス感染症に対応するために「避難
所運営マニュアル作成指針」を改定したことから、各自治体が作成している「避難所
運営マニュアル」を指針の内容を踏まえたものに改定したかどうかを尋ねました。
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　「改定した」と「作業中」をあわせて２７市町（６２．８％）となりましたが、「しない」
と回答した貝塚市は、「運営マニュアルを変更するのではなく、他マニュアルを整備
しました」と回答しており、また「その他」と回答した豊能町、池田市、箕面市、茨
木市、高槻市、吹田市、忠岡町、富田林市の８市町についても、豊能町は「現運営マニュ
アルに追記するため、１０・１１月に訓練を予定している」、池田市は「府に先立ち
コロナ禍における避難所運営マニュアルを作成した」、箕面市は「避難所運営マニュ
アルの補足として新型コロナウイルス感染症対応版のマニュアルを作成した」、茨木
市は「感染症対応を踏まえた避難所運営の取り決め等を作成している」、高槻市は「方
面隊初動マニュアル（新型コロナウイルス感染症対応編）として作成」、吹田市は「１０
月に『新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営ガイドライン』を作成」、忠
岡町は「避難所運営マニュアルの改定は行っていないが、個別に新型コロナウイルス
感染症対応版の実務マニュアルを作成した」、富田林市は「避難所運営マニュアル（新
型コロナウイルス感染症対策編簡易版）を作成。現在修正作業中」と答えていること
から、検討中の７市町村（能勢町、島本町、熊取町、阪南市、岬町、太子町、千早赤
阪村）を除いて新型コロナ対応を加味した何らかのマニュアルが整備されていること
になります。
　今後各自治体において、マニュアルに記載した内容が実際に即したものとなってい
るのかについて検証を加えながらその内容を整備していくことが課題となっていま
す。また避難所には障害者などの避難行動要支援者も収容しなければならないことか
ら、そうした方々への感染予防対応も踏まえたマニュアルとしてその内容を整備して
いくことが求められています。

②　避難所での「密」を避けるための対応
　新型コロナウイルス感染防止のために「３密」（密閉、密集、密接）の回避がくり
返し強調されています。２０２０年４月７日に発出された事務連絡「避難所における
新型コロナウイルス感染症へのさらなる対応について」では、「可能な限り多くの避
難所の開設」「親戚や友人の家等への避難の検討」が指示されていますが、この件に
関する各自治体の対応方針を複数回答で尋ねました。
　「避難所の追加指定」と回答した自治体は、摂津市、交野市、高石市、松原市の４
市（９．３％）にとどまり、新たな避難所の指定には様々な困難があることがわかり
ました。そのため、「コロナ禍においては、風水害でも地震のみ開設する予定の避難
所を開設することで、開設避難所を増やす。『コロナ禍における住民避難ガイド』を
作成し、ＨＰに掲載している」（堺市）、「弾力運用避難所の活用を検討中」（豊能町）、
「避難者が多くなった場合、指定避難所以外の公共施設を避難場所とすることを各施
設の施設管理者で調整済み」（茨木市）、「臨時避難所となる民間施設の追加」（八尾市）、
「民間企業と臨時避難所協定の締結を進めている。現在３企業と締結済み」（泉大津市）
などの方法で、避難先を確保するなどの努力が行われていました。また、「各避難所
において、過密状態を避けるための対策を行った。（間仕切りの設置、避難スペース
の分散など）」（忠岡町）、「パーテーション、簡易ベッドなどを備蓄」（貝塚市）、「発
熱者等、体調のすぐれない方が避難できる教室等を確保しています」（富田林市）など、
現行の避難所における具体的な感染防止策を示す自治体もありました。
　一方で、ほとんどの自治体で「在宅避難」（９７．７％）「分散避難」（８６％）が推
奨されていることがわかりました。公的に開設された避難所への避難とくらべて、在
宅避難・分散避難には行政の目が届かないリスクが伴います。行政として在宅避難・
分散避難を推奨する以上、そうした呼びかけに応えた人々を行政としてどのように捕

項目 数 ％
改定した 22 51.2
作業中 5 11.6
検討中 7 16.3
しない 1 2.3
その他 8 18.6
合計 43 100.0

表１　避難所マニュアル策定

項目 数 ％
避難所追加指定 4 9.3
自主避難所追加 3 7.0
分散避難推奨 37 86.0
在宅避難推奨 42 97.7
福祉避難スペース 18 41.9
検討予定なし 0 0.0
その他 9 20.9

表２　避難所の過密回避方策
(MA)
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捉し支援していくのかの仕組み作りが急務となっています。

③　避難所の定員見直し
　政府は「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応の参考例（第２版）」（通
知・令和２年６月１０日）の中で「新型コロナウイルス感染症対応時の避難所レイア
ウト（例）」を示して、「健康な者の避難所滞在スペースのレイアウト（例）」として、
１家族のスペースを３×３メートル・家族間のスペースを１～２メートル以上とるこ
とを推奨しています。
　こうした要請に対応するために避難所定員の見直しを行ったかどうかについて尋ね
ました。
　「見直した」「見直し作業中」はあわせて２６市町（６０．５％）となりました。「見
直さない」と回答した忠岡町は「感染拡大の状況に応じて流動的に対応を行う方針」
と定員の見直しとは異なる対応を講じることとしています。「その他」と回答した泉
南市は具体的な対応策についての記載はありませんでした。

④　民間保有施設の活用
　「新型コロナウイルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル・旅館等
の活用に向けた準備について」（通知・令和２年３月２８日）、「新型コロナウイルス
感染症対策にかかる災害時の避難所としての各省庁及び独立行政法人、民間団体等が
保有する研修所、宿泊施設等の活用について」（通知・令和２年５月２１日）などを
通して、政府は民間宿泊施設等の避難所としての活用を呼びかけています。こうした
呼びかけに各自治体はどのように応えているのかについて尋ねました。
　新型コロナウイルス感染への対応以前から協定を締結している自治体は、堺市、池
田市、箕面市、摂津市、熊取町、泉佐野市の６市町で、その内容は「１７か所。既に
締結している協定では災害時堺市へ支援に来た自治体職員を対象としていたが、一般
市民を収容するよう拡大を行った」（堺市）、「ホテル１か所」（池田市・箕面市）、「そ
の他２３か所・感染拡大後＋５か所」（摂津市）、「その他１４か所」（熊取町）、「ホテ
ル１７か所、旅館２か所」（泉佐野市）となっています。
　新型コロナウイルス感染の広がりを受けて新たに協定を締結した自治体は、高槻市、
吹田市、門真市、大東市、泉大津市、貝塚市、藤井寺市の７市で、その内容は「ホテ
ル３か所」（吹田市）、「宿泊施設１か所、ホテル３か所」（大東市）、「ホテル２か所、
その他３か所」（泉大津市）、「旅館１か所」（貝塚市）、「旅館２か所」（藤井寺市）となっ
ています。
　「検討を開始している」と回答した自治体は、大阪市、能勢町、豊中市、茨木市、
寝屋川市、岸和田市、田尻町、泉南市、大阪狭山市の９市町でした。
　一方「検討しない」と回答した自治体は、交野市、柏原市、和泉市、羽曳野市、河
南町の５市町で、このうち交野市・柏原市・羽曳野市・河南町は自治体内に適切な施
設がないことを理由にあげています。また和泉市は、「避難所を拡大した際の避難所
担当職員の確保が困難なため」と、職員体制上の問題から拡大できないと回答しまし
た。
　新型コロナウイルス禍の教訓として、医療機関とりわけ公立病院の病床削減や保健
所職員の人員削減がもたらした負の影響があげられていますが、同様にこれまでに進
められてきた自治体職員の削減・行政サービスのアウトソーシングなどがもたらす影
響にも着目しておく必要があります。

項目 数 ％
見直した 20 46.5
見直し作業中 6 14.0
見直すか検討中 15 34.9
見直さない 1 2.3
その他 1 2.3
合計 43 100.0

表 3　避難所定員の見直し

項目 数 ％
コロナ前から 6 14.0
コロナ後から 7 16.3
検討を開始 9 20.9
検討する方向 5 11.6
検討しない 5 11.6
未定 6 14.0
その他 5 11.6
合計 43 100.0

表 4　民間保有施設の活用
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⑤　優先的に避難する者

　政府は、「『新型コロナウイルス感染症対応としての災害時の避難所としてのホテル・
旅館等の活用に向けた準備について』（令和２年４月２８日付け事務連絡）を踏まえ
た対応について」（通知・令和２年５月２７日）を発出して、避難所としてホテル・
旅館等の活用が必要となる可能性がある場合は、高齢者・基礎疾患を有する者、障が
い者、妊産婦、訪日外国人旅行者及びその家族などの「優先的に避難する者」とその
避難先の事前検討、優先順位の事前取り決めとリスト作成、並びにその内容について
都道府県と共有することを呼びかけています。この呼びかけへの自治体の対応につい
て尋ねました。
　「優先的に避難する者」の事前選定については、「すでに選定した」と回答した自治
体は、高槻市、吹田市、門真市の３市で、その内容として「要配慮者のうち特に配慮
が必要な方」（高槻市）、「指定避難所や自主避難所へ避難された妊婦や基礎疾患を有
する方等を受け入れる。また長期化した場合避難所で生活が難しい方、新型コロナウ
イルス感染症により重症化が懸念される高齢者や障害者、妊婦、基礎疾患を有する方
を受け入れる」（吹田市）、「高齢者、障がい者、及びその介護者、乳幼児とその保護者、
妊産婦とその介助者、集団生活では健康を損なう恐れがある者を避難させる」（門真
市）との回答がありました。「選定作業を開始している」と回答した自治体は、豊中市、
寝屋川市の２市、「今後検討する予定」と回答した自治体は、大阪市、能勢町、豊能町、
枚方市、東大阪市、貝塚市、泉佐野市、田尻町、泉南市、阪南市、岬町、河南町、大
阪狭山市の１３市町でした。
　また、「その他」と回答した泉大津市は、「「優先的に避難する者」の事前選定はし
ていないが、宿泊施設と高齢者や妊婦等の特段の配慮が必要な方への客室提供を含め
た災害協定の締結に努めている」と回答しています。
　その一方で「未定」と回答した自治体は２４市町村（５５．８％）にのぼることから、
避難行動要支援者名簿の整備にとどまらない具体的な対応の在り方について、自治体
がイメージを持てるよう支援を図っていくことが課題となっています。
　「優先的に避難する者」の避難先の確保について、「すでに確保した」と回答した自
治体は、高槻市、吹田市、門真市、大東市、泉佐野市の５市でした。大東市は事前選
定をしていないが避難先は確保していることになります。「確保作業を開始している」
と回答した自治体は、大阪市、豊中市、寝屋川市、泉大津市、田尻町、藤井寺市の６
市町でした。
　「検討しない」と回答した自治体は島本町と交野市で、いずれも自治体内に適切な
施設がないことが理由となっていました。
　「その他」と回答した自治体は、豊能町、守口市、富田林市、河内長野市で、豊能
町は「町内及びその周辺に避難先がない」と回答しており、「検討しない」と回答し
た自治体同様の状況を指摘していたほか、守口市、富田林市、河内長野市はそれぞれ、
「府が協定を結んでいる宿泊施設について必要に応じて活用する予定」（守口市）、「大
阪府において、府内市町村で活用できるホテル、旅館等と協定締結を進めてくれてい
る」（富田林市）、「必要となった場合には大阪府と連携していく予定」（河内長野市）
と大阪府との連携した対応を行うと回答しました。
　「優先的に避難する者」における優先順位の取り決めについては、「すでに作成した」
と回答した自治体は、高槻市、門真市の２市、「策定作業を開始している」と回答し
た自治体は、寝屋川市の１市でした。
　「今後検討する方向」と回答した自治体は大阪市、能勢町、豊中市、吹田市、枚方市、

項目 数 ％
すでに選定 3 7.0
選定作業を開始 2 4.7
今後検討する 13 30.2
検討しない 0 0.0
未定 24 55.8
その他 1 2.3
合計 43 100.0

表 5　優先避難者事前選定

項目 数 ％
すでに確保 5 11.6
確保作業を開始 6 14.0
今後検討する 7 16.3
検討しない 2 4.7
未定 19 44.1
その他 4 9.3
合計 43 100.0

表６　優先避難者避難先確保
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東大阪市、貝塚市、泉佐野市、田尻町、泉南市、岬町、大阪狭山市の１２市町でした。
　「検討しない」と回答した自治体は交野市でその理由は上記と同じく、自治体内に
適切な施設がないことをあげています。
　「その他」と回答したのは泉大津市で、「優先順位の取り決めは行っていないが、災
害や避難者の状況により、協定締結をしている宿泊施設へ適宜避難対応を行う」と、
独自の対応を行うこととしています。
　「優先的に避難する者」について、ホテル・旅館等への避難者リストの作成につい
ては、「すでに作成した」自治体が門真市の１市、「策定作業を開始している」自治体
はなく、「今後検討する方向」と回答した自治体が、能勢町、豊中市、枚方市、東大
阪市、田尻町、泉南市、岬町、大阪狭山市の８市町となりました。
　「検討しない」と回答したのは交野市と大東市で、交野市は上記と同様に自治体内
に適切な施設がないこと、大東市は「災害によって避難者の想定が変わるため」とそ
の理由を述べています。
　「その他」は、吹田市と泉大津市で、吹田市は「関係部局との調整が必要と認識し
ています」と回答しています。

⑥　避難先の把握
　政府は新型コロナウイルス感染を防ぐために、多様な宿泊施設や親せき・友人宅へ
の避難を勧奨していますが、避難先が広がれば広がるほど行政が一人ひとりの状況を
把握することが困難となります。そこで障害児者の避難先をどのように把握するのか
について複数回答で尋ねました。
　「民生委員や自治会役員などを通して情報を得る」と回答した自治体が３１市町村
（７２．１％）、「支援学校や福祉事業所を通して情報を得る」と回答した自治体が２１
市町村（４８．８％）、「障害者団体や民間ボランティア団体等を通して情報を得る」
と回答した自治体が１９市町（４４．２％）となりました。
　「行政が窓口となり避難先について追跡調査する」と回答したのは、堺市、豊中市、
島本町、守口市、大東市、八尾市、柏原市、岸和田市、貝塚市、田尻町、泉南市、太
子町の１２市町で、行政として主体的に実情を把握することへの決意が示されました。
　一方、「考えていない」と回答したのは藤井寺市で、「今後避難先の把握が必要になっ
た場合検討する予定」と、今後の課題としています。
　「その他」と回答したのは、堺市、豊能町、茨木市、吹田市、摂津市、交野市、四
條畷市、和泉市、忠岡町、松原市の１０市町で、「現時点での想定としては作成して
いる災害時避難行動要支援者名簿による安否確認作業を行う中で、まず対象者が実際
に障害福祉サービスや相談を利用されている事業所を通じて避難情報を含む安否確認
を行い、その後民生委員や自治会役員、障害者団体や民間ボランティア団体等からも
情報提供を依頼することを想定しています」（茨木市）、「要支援者については、避難
準備時に連絡をとり把握。場合により、福祉避難所、ボランティア団体に連絡し情報
を得る」（四条畷市）など、具体的な手順を取り決めている自治体がある一方、「明確
な方法を定めていないため、障害者だけでなく、在宅避難対象となる人の把握方法を
今後検討する」（交野市）、「未定」（松原市）など今後の検討課題に掲げている自治体
もありました。
　一方、「把握しない」と回答した自治体もありました。その理由について「大規模
災害発生時に一人ひとりの避難先を把握するのは困難なため」と述べています。災害
対策基本法８６条７では、「避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮」と
して「災害応急対策責任者は、やむを得ない理由により避難所に滞在することができ

項目 数 ％
すでに策定 2 4.7

策定作業を開始 1 2.3
今後検討する 12 27.9
検討しない 1 2.3
未定 26 60.5
その他 1 2.3
合計 43 100.0

表７　優先避難者の優先順位

項目 数 ％
避難者が報告 15 34.9
学校や事業所 21 48.8
自治会役員等 31 72.1
障害者団体等 19 44.2
行政の追跡調査 12 27.9
把握しない 1 2.3
考えていない 1 2.3
その他 10 23.3

表 8　避難先の把握
（ＭＡ）
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ない被災者に対しても、必要な生活物資の配布、保健医療サービスの提供、情報提供
その他これらの者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い」としていること、あわせて在宅避難・分散避難を行政が推奨していることを踏ま
えて、どうすればしっかり把握することができるのかを検討する姿勢へと方向転換す
ることが求められます。

⑦　障害児者に対応するための備品・資材の整備
　感染症対応とあわせて障害児者に対応するための備品・資材の整備状況について尋
ねたところ、【表９】に示す内容の回答が得られました。アレルギーに対応した非常
食の整備が進んでいるのは、「アルファ米」使用の非常食の整備が進んでいることが
理由と考えられます。

３．クロス集計
　今回の調査では、あらためて分散避難や在宅避難が推奨されていることが大きな特
徴となっています。一方で、分散避難・在宅避難などで避難先が拡散することは行政
による避難先の把握が困難となり、必要な支援が届かないまま放置されることにもつ
ながりかねません。避難所の過密解消の方針ごとに避難先の把握方法を見たクロス集
計は【表１０】の通りです。
　分散避難・在宅避難等の状況については、行政調査も含め学校・事業所、民生委員・
自治会、障害者団体・ボランティア団体などあらゆる社会資源を活用して把握してい
こうとしていることがわかります。
　分散避難・在宅避難を行う障害児者・家族がどこに避難するのかについて、行政に
しっかりと伝達する方法を確立していくことが求められます。

項目 済 検討
アレルギー対応非常食 8 8

透明マスク・筆記用ボード等 19 1
通路確保・誘導資材 3 5

人工呼吸器等医ケアに必要な電源 6 6
インスリン自己注射が可能な空間 8 6

携帯用ヘルプマーク等 23 3
ストーマ交換対応トイレ 6 5
絵カード・わかりやすい案内 34 3
段差解消・乗降支援資材 1 6
高さ調整可能なテーブル 7 5

表 9　備品・資材・空間の整備　（ＭＡ）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

高さ変更可能なテーブル

段差解消・乗降支援資機材

絵カード・わかりやすい案内

ストーマ交換対応トイレ

携帯用ヘルプマーク等

インスリン自己注射が可能空間

人工呼吸等医ケアに必要な電源

通路確保・誘導資材

透明マスク・筆記用ボード等

アレルギー対応非常食

整備済み 検討中

避難者が報告 学校や事業所 自治会等 障害者団体 行政調査 把握しない 考えていない その他
避難所追加指定 2 1 2 2 0 0 0 3
自主避難所追加 2 3 3 1 1 0 0 0
分散避難推奨 14 19 26 17 11 1 1 8
在宅避難推奨 15 20 30 19 12 1 1 10
福祉避難スペース 8 11 14 9 7 0 1 4
検討予定なし 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 3 4 6 4 4 0 0 4

表 10　避難所の過密回避方策ごとに見た避難先の把握方法
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４．調査で明らかとなった課題

　今回調査を通して、ホテルや旅館などの社会資源の偏在などのために、府下一律に
国の提起に応えることは困難なことが改めて浮き彫りになりました。各自治体の実情
に照らして避難所の環境整備を整えること、そのために行政が主体的に役割を果たす
とともに、様々な民間資源との連携を強化することが課題となっています。
　その際以下の点に留意いただくとともに、あわせて市町村として取り組んでいただ
きたい内容について提言をさせていただきます。

①　分散避難・在宅避難者への安否確認と支援の提供
　分散避難・在宅避難に関する問題についてはこれまでに指摘した通り、各々の避難
先をどのように把握するか、それらの人々に系統的な支援をどのように提供するのか
が課題となります。とりわけ避難行動要支援者については、発災時にだれがどこに避
難しているのかの情報を受け付け・登録するシステムを確立することが欠かせません。
　避難者からの報告と合わせ、避難行動要支援者にかかわる様々な機関が有機的に連
携して避難先の把握と安否確認にあたること、その上で一人ひとりに必要な支援がい
きわたるよう継続して連絡を取ることが必要です。
　その上で、物資の提供だけでなく必要に応じて保健師やＤＭＡＴスタッフが機動的
に対応すること等も求められます。
　また、そうした対応を行っていくためにも、自治体の正規職員の増員が欠かせま
せん。地方自治体における正規職員は２００５年に３０４万２千人であったものが、
２０１８年には２７３万７千人まで削減されました。逆に非正規職員は２００５年の
４５万５千人から６４万４千人に急増しています。日本の総雇用者数に占める公務員・
公的部門労働者の割合はＯＥＣＤ加盟国中最低の５．９％でＯＥＣＤ平均１８．１％
の３分の１以下、割合が最も高いノルウェー（３０．０％）の５分の１以下という状
況です。全国の保健所数も１９９８年に７０６か所であったものが２０１７年には
４８１か所と６８．１％にまで削減されました。こうした際限のない公務員削減が、
住民の安心・安全の支えを損なっている要因ともなっています。

②　障害に対応した機・資材の整備
　障害に対応するための様々な機材・資材の整備も大切な課題です。とりわけ人工呼
吸器などの医療的ケアを必要とする人に対応するための電源の確保は、命を守るため
の必須の課題です。自治体内にそうした人たちがどこに何人存在するのかを把握した
うえで、発災時にそれらの人たちが避難する先に整備しておくことが求められます。
電源としても活用できる電気自動車を公用車として整備する方法もきわめて有効で
す。
　また避難所における衛生的なトイレの整備も重要な課題です。自動ラップ式排泄処
理ユニットを搭載したポータブルトイレなど汚物を衛生的かつ簡単に処理できるトイ
レの整備は、感染症対策にとっても大切なことです。

③　「優先的に避難する者」の選定
　「優先的に避難する者」に関して、国通知（府政防第１２１７号）では「市町村は
ホテル・旅館等へ優先的に避難する者を検討し、優先順位の考え方を決めておくとと
もに、事前にリストを作成しておくこと。検討結果について都道府県とも共有してお
くこと」などとしています。優先順位に関しては、自治体としてあらかじめ基準を設
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けておくことが重要です。バリアフリーの宿泊施設などに障害児者を集中的に避難し
ていただくことも、避難後の系統的な支援を提供していく上からも有効な方法です。
こうした場所を福祉避難所とする場合には、常駐職員を配置することや、行政職員に
よる巡回なども欠かすことができません。

＜提言＞

（１）とりわけ避難行動要支援者が在宅避難・分散避難する際に、誰
がどこに避難しているのかを把握し登録するための情報窓口を行
政として設置する。モバイル通信の災害用伝言版や民間会社が運
営する安否確認サービスなど活用できるあらゆる手段を駆使して、
発災直後から行政がイニシアチブを発揮してその把握に努める。
自ら行政窓口に連絡することが困難な人、連絡するいとまのない
対象者の状況把握のために、地域の自治組織・住民組織等にも支
援を要請する。状況把握後は、在宅避難者・分散避難者への支援
を系統的に提供する。そのことを実現するために、地域福祉計画・
地域防災計画に在宅避難者・分散避難者への支援提供の仕組みを
記載する。

（２）在宅避難・分散避難となっている人のうち、環境の整った避難
所や病院への移動が必要と判断される場合は、すみやかな移動を
勧奨するとともに移動に必要な支援を行う。そのためにも、民間
病院等が災害救助法に基づく避難所として指定を受けることがで
きるよう、府・市が協力して必要な措置を講じる。

（３）障害や疾病に対応する様々な資材・備品の整備は、域内にどの
ような状況の人がどれだけ暮らしているのかを把握したうえで、
計画的に整備する必要がある。とりわけ医療的ケアを必要とする
方への非常用電源をはじめとする資材は、（避難先でのケアに役立
てられることも含め）いち早くそれを必要とする人の手に届けら
れる必要があることから優先的に整備を進めていく。

（４）地域での孤立した生活を余儀なくされている避難行動要支援者
も多数存在することに留意し、そうした人たちが必要な避難をあ
きらめたり、ほかに行き先がないのに一次避難所への避難を断ら
れたりすることのないように留意する。

（５）以上の支援は、被災者の人権が最大限に尊重されるものとして
提供されなければならない。人道援助の主要分野全般に関する最
低基準を定めた「スフィア・ハンドブック」（※１）や、「ＳＤＧｓ（持
続可能な開発目標）」（※２）が示す「災害に対する適応能力の向上」
は世界共有の基準や目標となっている。今後検討される様々な支
援においても、常にこれらの基準や目標を踏まえて立案されるこ
とが重要である。

（※１）スフィア・ハンドブック
／１９９７年に人道援助を行う
ＮＧＯと国際赤十字・赤新月運
動により、人道憲章と人道対応
に関する最低基準＝スフィア・
ハンドブックをつくるためにプ
ロジェクトが開始された。スフィ
ア・ハンドブックは２０１１年
に発行された第３版が最新のも
のである。スフィア・ハンドブッ
クに記載されていることは、「理
想」を示したのではなく、実際
の災害現場等で長年人道支援を
行ってきたＮＧＯや国際赤十字
等が示した「最低基準」として
の性格を持っている。

（※２）ＳＤＧｓ（持続可能な開
発目標）／２０１５年９月の国
連サミットで採択された目標。
国連加盟１９３か国が２０１６
年から２０３０年の１５年間で
達成するために掲げた。１７の
大目標と、それらを達成するた
めの具体的な１６９のターゲッ
トで構成されている。
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５．関連資料

①　自治体への依頼文

　日頃より住民の安全・安心の確保のために、ご尽力をいただきありがとうございます。
　私ども障害者 ( 児 ) を守る全大阪連絡協議会（略称：障連協）では、２０１２年度から全市町村（２０１４年度
以降は全政令市行政区）のご協力を得て、２年に一度の頻度で「障害者と防災に関する自治体調査」に取り組み、
その結果をマスコミ各社などを通してひろく公表をしてまいりました。その節には、お忙しい中にもかかわらずご
協力をいただきありがとうございました。
また昨今は、新型コロナウイルス感染の広がりに加え、気候変動などが原因とされる豪雨水害や台風の頻発など、
皆様方には大変お忙しくされていることと推察いたします。
　そのような中ではございますが、今年度は同封いたしました調査に取り組むことになりました。今回は皆様方の
業務の繁忙状況を勘案し、新型コロナ禍における避難所運営と障害者などへの配慮に特化・限定した内容とさせて
いただきました。
現時点における重要な視点が含まれているものと考えており、全自治体からご回答をいただいたうえで、その主な
特徴について取りまとめの上、マスコミへの公表・府下自治体・大阪府、ならびに全国の障害者団体等にご報告さ
せていただくことにしています。
　御多忙の中とは存じますが、ご協力をいただきますよう、どうかよろしくお願いいたします。

②　調査項目と自治体からの回答

自治体　／　回答者部署名　／　連絡絡先　／　回答者氏名

１　大阪府は６月３日、避難所における「３密」対策に伴う、ホテルや旅館、学校の空き教室等の、新たな避難所
としての活用等に関する「避難所運営マニュアル作成指針（新型コロナウイルス感染症対応編）を策定・公表
しました。貴自治体では、このマニュアルをふまえた「避難所運営マニュアル」の改定を行いましたか。改定
しない場合はその理由をご記入ください。

　①すでに改定した（改定時期）	 	 	 ②現在改定作業中（改定予定）
　③改定するかどうかについて検討中	 	 ④改定しない（その理由）
　⑤その他（その内容）

２　政府は４月７日付で事務連絡「避難所における新型コロナウイルス感染症へのさらなる対応について」を発出
し、可能な限り多くの避難所を開設するなど避難所の過密状態を避けるための方針を示しました。貴自治体で
はどのような対応を検討されていますか。検討予定が「ない」場合はその理由、「その他」はその内容をご記入
ください。（複数回答）

　①新たな指定避難所の追加指定	 	 	 ②自主避難所の追加
　③分散避難の推奨	 	 	 	 ④自宅が安全な場合における在宅避難の推奨
　⑤指定避難所等での福祉避難スペースの確保	 ⑥検討予定はない（その理由）
　⑦その他（その内容）
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３　政府は「健康な人の滞在スペース」（６月１０日第２版／府政防第１２６２号）として、１家族１区画３ｍ×３ｍ、
家族間の距離確保１～２ｍ以上などのレイアウトを例示しています。こうした基準にてらして現行の避難所の
定員について見直しを行いましたか。「見直した」「その他」はその内容を、「見直さない」場合はその理由をご
記入ください。

　①すでに見直した（改定時期と見直し内容）	 ②現在見直し作業中（改定予定）
　③見直すかどうかについて検討中	 	 ④見直さない（その理由）
　⑤その他（その内容）

４　政府は避難所を拡大するために、民間団体保有の研修所、宿泊施設、ホテル、旅館などの活用を呼びかけてい
ます。貴自治体ではこれら施設の活用を検討されていますか。「協定を結んだ施設がある」場合はその種別ごと
のカ所数を、「検討しない」場合はその理由、「その他」は内容をご記入ください。

　①コロナ感染拡大前から協定を結んだ施設がある（か所数と種類）
　②コロナ感染拡大後に協定を結んだ施設がある（か所数と種類）
　③検討を開始している	 	 	 	 ④まだ検討はしていないが検討する方向
　⑤検討しない（その理由）	 	 	 ⑥未定
　⑦その他（その内容）

５　政府は、避難所としてホテル・旅館等の活用が必要となる可能性がある場合は、高齢者・基礎疾患を有する
者、障がい者、妊産婦、訪日外国人旅行者及びその家族などの「優先的に避難する者」とその避難先の事前検討、
優先順位の事前取り決めとリスト作成、並びにその内容について都道府県と共有することを呼びかけています
（府政防第１２１７号）。貴自治体はこれらの作業をすすめていますか。「すでに選定した」場合はその内容、「検
討しない」場合はその理由、「その他」は内容をご記入ください。

（ア）新型コロナウイルス対策下における「優先的に避難する者」の事前選定

　①すでに選定した（その内容）	 	 	 ②選定作業を開始している
　③今後検討する方向	 	 	 	 ④検討しない（その理由）
　⑤未定	 	 	 	 	 ⑥その他（その内容）

（イ）新型コロナウイルス対策下における「優先的に避難する者」の避難先（ホテル・旅館等）確保

　①すでに確保した（その内容）	 	 	 ②確保作業を開始している
　③今後検討する方向	 	 	 	 ④検討しない（その理由）
　⑤未定	 	 	 	 	 ⑥その他（その内容）

（ウ）新型コロナウイルス対策下におけるホテル・旅館等への避難の優先順位の取り決め

　①すでに策定した（その内容）	 	 	 ②策定作業を開始している
　③今後検討する方向	 	 	 	 ④検討しない（その理由）
　⑤未定	 	 	 	 	 ⑥その他（その内容）
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（エ）新型コロナウイルス対策下におけるホテル・旅館等への避難者のリスト作成

　①すでに策定した（その内容）	 	 	 ②策定作業を開始している
　③今後検討する方向	 	 	 	 ④検討しない（その理由）
　⑤未定	 	 	 	 	 ⑥その他（その内容）

６　障害児者・家族の中には、人が密集する避難所に避難することで「周りに迷惑をかける」ことを恐れて、自宅
に留まったり車中泊を選択する方が多くおられます。また新型コロナウイルス感染症予防の観点から、多様な
宿泊施設や親せき・友人宅への避難も勧奨されていますが、避難先が広がれば広がるほど行政が一人ひとりの
状況を把握することが困難となります。貴自治体はこうして今後広がるであろう障害児者の避難先をどのよう
に把握されますか。「行政として把握しない」ならびに「特に考えていない」場合はその理由、「その他」は内
容をご記入ください。（複数回答）

　①避難者自身に避難先の報告を求める	 	 	
　②支援学校や福祉事業所を通して情報を得る
　③民生委員や自治会役員などを通して情報を得る	 	
　④障害者団体や民間ボランティア団体などを通して情報を得る
　⑤行政が窓口となり避難先について追跡調査する	 	
　⑥行政として把握しない
　⑦特に考えていない
　⑧その他

７　避難所における感染予防に資するために必要とされている備品（避難所における新型コロナウイルス感染症へ
の対応に関するＱ＆Ａ第２版の別紙１／府政防第１３２７号）に加えて、下記に示す障害児者が避難生活を送
るうえで欠かせない設備・備品について、必要が生じた避難先に迅速に提供するための備蓄・整備を行ってい
ますか。下記リスト中整備しているものに○印、検討中に△印をつけてください。

　①　人工呼吸をはじめとする医療ケア等に必要な電源
　②　通路確保・誘導資材（ビニールテープ・ロープ等）
　③　段差解消・階段乗降等を支援するための資・機材
　④　ストーマ交換対応トイレ
　⑤　インスリン自己注射が可能な衛生的な空間
　⑥　透明マスク・フェイスシールド・筆記用ボード等
　⑦　絵カードや、わかりやすい案内表示・カード
　⑧　アレルギーに対応した非常食
　⑨　高さ変更可能な食事がとれるテーブル
　⑩　配慮を要することを示す携帯用ヘルプマーク等
　　※上記以外の備品で整備しているものがあればご記入ください

８　新型コロナウイルス感染防止の視点も踏まえ、貴自治体として障害児者などの避難場所における支援について、
課題として考えておられることは何ですか。自由にお書きください。
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③　回答記載事項一覧（１）
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回答記載事項一覧（２）
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回答記載事項一覧（３）
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回答記載事項一覧（４）
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回答記載事項一覧（５）
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④　法令・通知・事務連絡等（抜粋）

◆災害対策基本法
第五節　被災者の保護　第一款　生活環境の整備
（避難所における生活環境の整備等）
第八十六条の六　災害応急対策責任者は、災害が発生したときは、法令又は防災計画の定めるところにより、遅
滞なく、避難所を供与するとともに、当該避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保、当該避難所に
おける食糧、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する
被災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮）
第八十六条の七　災害応急対策責任者は、やむを得ない理由により避難所に滞在することができない被災者に対
しても、必要な生活関連物資の配布、保健医療サービスの提供、情報の提供その他これらの者の生活環境の整
備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

◆避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について（府政防第７９９号　令和２年４月１日）
　こうした状況において災害が発生し避難所を開設する場合には、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感
染症対策に万全を期すことが重要となってきます。ついては、発生した災害や被災者の状況等によっては、避難所
の収容人数を考慮し、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難所を開設するなど、通常の災害発生時よりも可能
な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテルや旅館の活用等も検討していただくようお願いいたします。
　また、発生した災害やその地域の実情に応じ、避難者に対して手洗い、咳エチケット等の基本的な感染対策を徹
底することとし、避難所内については、十分な換気に努めるとともに、避難者が十分なスペースを確保できるよう
留意するようお願いします。発災時には政府としても、基本的対処方針に基づき、感染症対策に必要な物資・資材
の供給等必要な支援を行うこととしております。

◆避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について（事務連絡　令和２年 4月 7日）
（可能な限り多くの避難所の開設）　
　発災した災害や被災者の状況等によっては、避難所の収容人数を考慮し、あらかじめ指定した指定避難所以外の
避難所を開設するなど、通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテルや旅館等
の活用等も検討すること。
（親戚や友人の家等への避難の検討）
　災害時に避難生活が必要な方に対しては、避難所が過密状態になることを防ぐため、可能な場合は親戚や友人の
家等への避難を検討していただくことを周知すること。
（自宅療養者等の避難の検討）
　自宅療養等を行っている新型コロナウイルス感染症の軽症者等への対応については、保健福祉部局と十分に連携
の上で、適切な対応を事前に検討すること。
（避難者の健康状態の確認）
　避難者の健康状態の確認について、保健福祉部局と適切な対応を事前に検討の上、「避難所における感染対策マ
ニュアル」※における症候群サーベイランスの内容も参考として、避難所への到着時に行うことが望ましい。また、
避難生活開始後も、定期的に健康状態について確認すること。
（手洗い、咳エチケット等の基本的な対策の徹底）
　避難者や避難所運営スタッフは、頻繁に手洗いするとともに、咳エチケット等の基本的な感染対策を徹底するこ
と。
（避難所の衛生環境の確保）
　物品等は、定期的に、および目に見える汚れがあるときに、家庭用洗剤を用いて清掃するなど、避難所の衛生環
境をできる限り整えること。
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（十分な換気の実施、スペースの確保等）
　避難所内については、十分な換気に努めるとともに、避難者が十分なスペースを確保できるよう留意すること。
（発熱、咳等の症状が出た者のための専用のスペースの確保）
　発熱、咳等の症状が出た者は、専用のスペースを確保すること。その際、スペースは可能な限り個室にするとと
もに、専用のトイレを確保することが望ましい。同じ兆候・症状のある人々を同室にすることについては、新型コ
ロナウイルス感染症を想定した場合には、望ましくない。やむを得ず同室にする場合は、パーティションで区切る
などの工夫をすることが望ましい。症状が出た者の専用のスペースやトイレは、一般の避難者とはゾーン、動線を
分けること。避難所のスペースの利用方法等について、事前に関係部局や施設管理者等と調整を図ること。
（避難者が新型コロナウイルス感染症を発症した場合）
　新型コロナウイルス感染症を発症した場合の対応については、保健福祉部局と十分に連携の上で、適切な対応を
事前に検討すること。

◆「新型コロナウイルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル・旅館等の活用に向けた準備について」
（令和２年４月 28 日付け事務連絡）を踏まえた対応について（府政防１２１７号　令和 2年５月 27 日）

【平時の事前準備】
１．ホテル・旅館等を避難所として開設する必要性の検討（本文略）
２．ホテル・旅館等の活用（本文略）
３．ホテル・旅館等の避難所としての開設に向けた準備（本文略）
【災害発生時等】
４．災害の発生が予想される場合におけるホテル・旅館等へ優先的に避難する者に対する避難先の事前周知
・大型の台風の接近が予想されるなど大規模な災害の発生が見込まれ、事前に確保した避難所より多くの避難所が
必要となり、避難所としてホテル・旅館等を活用することが予想される場合は、市町村は、事前にホテル・旅館
等の施設管理者等に空室状況等を確認すること。

・上記確認結果を踏まえ、当該ホテル・旅館等に優先的に避難する者としてリストに掲載されている者の受入れが
可能であり、避難所として当該ホテル・旅館等を開設することについて調整が整った場合は、当該リストに掲載
されている者に対し、避難が必要となった時は、直接当該ホテル・旅館等に避難すべき旨を事前に周知すること。
５．ホテル・旅館等を速やかに避難所として開設
・ホテル・旅館等を避難所として開設する必要があると判断した場合には、市町村は、被災状況、二次災害の可能
性などの安全面を直ちに施設管理者等に確認の上、ホテル・旅館等を避難所として速やかに開設すること。

・運営管理を適切に行うため、避難所として開設したホテル・旅館等の管理責任者を配置すること。なお、ホテル・
旅館等の施設管理者等の十分な理解を得た上で、これらの者を管理責任者に充てることとしても差し支えない。
６．ホテル・旅館等における避難者の受入
・４．において事前に周知した場合は、リストに掲載されている者が避難しているか避難所として開設したホテル・
旅館等の管理責任者が確認を行うこと。

・事前にホテル・旅館等へ優先的に避難する者のリストを作成していない場合又は地震等の突発的な災害のため４．
の事前の周知を行うことができなかった場合は、市町村の職員等が、速やかにホテル・旅館等の被災状況や空室
状況を確認の上、指定避難所又は指定緊急避難場所等の避難者の受入状況や高齢者・基礎疾患を有する者・障が
い者・妊産婦・訪日外国人旅行者等及びその家族等の避難状況を踏まえ、事前に設定した優先順位の考え方に基
づき、ホテル・旅館等へ避難させるべき者を判断すること。この際、避難者の生命の安全を図るため輸送を実施
する必要がある場合は、災害救助法の適用を前提に、災害救助法による救助として取り扱って差し支えない。

・自宅療養者は、原則として避難所として開設したホテル・旅館等に滞在することは適当でないことに留意しつつ、
人権が侵害されるような事態が生じないよう適切に取り組むこと。

・避難者の健康状態の確認について、衛生主管部局と適切な対応を事前に検討の上、「避難所における感染対策マニュ
アル」における症候群サーベイランスの内容も参考として、避難所への到着時に行うことが望ましい。




